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０
１
４
年
４
月
の
消
費
税
率

引
き
上
げ
に
伴
う
税
収
増
を

除
い
て
も
、
10
〜
14
年
度
の

国
の
税
収
は
当
初
見
積
も
り
よ
り
も
上

振
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
16
年
１
月

21
日
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
安
倍
晋

三
首
相
は
、
税
収
の
上
振
れ
分
の
う
ち

ど
の
程
度
の
税
収
が
安
定
的
に
増
え
た

の
か
を
判
断
し
、
今
年
６
月
に
ま
と
め

る
予
定
の
「
経
済
財
政
運
営
の
基
本
方

針
」
に
そ
の
活
用
策
（
例
：
１
億
総
活

躍
社
会
の
関
連
施
策
等
に
活
用
）
を
盛

り
込
む
よ
う
に
指
示
を
行
っ
た
。

　
た
だ
、
次
の
三
つ
の
理
由
か
ら
、
こ

の
よ
う
な
措
置
は
財
政
再
建
と
の
関
係

で
少
々
リ
ス
ク
が
高
い
。

　
第
１
は
、
税
収
は
上
振
れ
る
こ
と
も

あ
る
が
、
下
振
れ
る
こ
と
も
多
い
。
例

え
ば
、
国
の
一
般
会
計
（
当
初
予
算
）

の
税
収
見
積
も
り
に
対
し
、
決
算
の
税

収
額
が
下
振
れ
た
の
は
、
１
９
８
１
年

度
か
ら
14
年
度
の
34
回
の
政
府
予
算
の

う
ち
約
半
数
の
15
回
も
あ
る
。
３
兆
円

程
度
の
下
振
れ
で
済
む
と
き
も
あ
る
が
、

約
９
兆
円
も
下
振
れ
る
と
き
も
あ
る
。

　
第
２
は
、
財
政
再
建
の
目
標
達
成
が

遠
の
く
可
能
性
が
高
い
た
め
で
あ
る
。

内
閣
府
の
「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関

す
る
試
算
」
の
改
訂
版
で
は
、
17
年
４

月
の
消
費
増
税
を
着
実
に
実
施
し
、
15

年
度
か
ら
20
年
度
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の

平
均
を
高
め
の
値
（
実
質
１
・
７
％
、

名
目
３
・
２
％
）
に
設
定
し
て
も
、
20

年
度
の
国
と
地
方
の
基
礎
的
財
政
収
支

（
Ｐ
Ｂ
）
は
６
・
５
兆
円
の
赤
字
と
な

り
、
政
府
目
標
の
黒
字
化
は
達
成
で
き

な
い
。
税
収
の
上
振
れ
が
あ
れ
ば
、
支

出
の
拡
大
に
利
用
せ
ず
、
Ｐ
Ｂ
赤
字
の

縮
減
に
活
用
す
べ
き
で
あ
る
。

　
第
３
は
、
景
気
循
環
で
あ
る
。
内
閣

府
は
、「
景
気
動
向
指
数
研
究
会
」
の
議

論
を
踏
ま
え
て
景
気
循
環
の
判
定
を
し

て
い
る
。
こ
の
資
料
に
よ
る
と
、
現
在

の
景
気
回
復
は
12
年
11
月
か
ら
始
ま
っ

て
お
り
、
過
去
の
景
気
拡
張
期
の
平
均

は
約
３
年
（
36
・
２
カ
月
）
と
な
っ
て

い
る
。
そ
う
だ
と
す
れ
ば
、
す
で
に
３

年
が
経
過
し
た
現
在
、
拡
張
期
は
い
つ

終
わ
っ
て
も
お
か
し
く
な
い
。

　
以
上
の
理
由
か
ら
、
政
府
・
与
党
が

20
年
度
の
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
と
い
う
財
政
再

建
目
標
を
本
当
に
達
成
す
る
つ
も
り
な

ら
ば
、
税
収
上
振
れ
分
は
支
出
拡
大
に

使
わ
ず
、
財
政
赤
字
の
縮
減
に
活
用
す

る
の
が
最
も
適
切
だ
と
い
え
る
は
ず
で

あ
る
。
将
来
世
代
や
若
い
世
代
の
利
益

も
視
野
に
、
政
府
・
与
党
の
慎
重
な
判

断
を
期
待
し
た
い
。
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